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サキホコレ！ローカル5Gとリアルメタバースを活用した秋田県産地モデル実証

223a（イチゴ 60a、他 163a）うち実証面積 31.2a（イチゴ 25.2a、他 6a）経 営 概 要

（株）秋田食産ほか（秋田県美郷町ほか）実証成果

実証課題名

①遠隔技術指導　②イチゴの収穫・運搬ロボット　③リアルメタバースによる
遠隔ショッピング　④経営管理システム等　⑤生産者と販売所連携アプリ

導入技術

栽培作業時間15％削減、収量30％向上、道の駅での農作物売上25％増　など目　　標

問い合わせ先 株式会社NTTアグリテクノロジー（Email：contact@ntt-agritechnology.com）

〇遠隔技術指導により栽培作業時間を新規就農者で64％削減、熟練者で15.4％削減し目標達成
〇イチゴ収穫・運搬ロボットにより収穫時間を23％削減及びロス率92％削減
〇遠隔ショッピングにより道の駅売上げR3年度比（導入前）14％増加
〇地下水活用のクラウン温度制御により10aあたり収量27.5％増、光熱費30％削減、除雪作業時間を357時間削減
〇スマホ活用の生販連携アプリにより農作物の売上がR4年比34％増加し目標達成
〇経営管理システムにより管理作業時間を38％削減

●新規就農者が指導者から指導を受ける場合、指導を受けるために
必要な生産者の所用時間を64％の効率化。

●前々年の8月～1月で比較をすると売上合計は14％増加。

●ロボットを人の収穫と並行して利用することで、人だけで収穫する
より23％の時間を削減することができた。また、ロス率も92％削
減できた。

●収量の増加だ
けでなく、除雪
作業についても
357時間/10a
削減することが
できた。

目標に対する達成状況

遠隔技術指導 イチゴ収穫・運搬ロボット

遠隔ショッピングアプリ クラウン温度制御

1

導入技術の効果2

事業終了後の普及のための取組3
○実証対象作物であるイチゴに関しては、本実証を通じて2つの協議会の立ち上げ等を行い、新規就農者でも、安定した栽培・販路獲得
ができるように、農業経営が可能になるモデルを検討している。

○秋田食産の近隣自治体にて新規就農した方も協議会へ加入し、夏秋イチゴの栽培を次期作（R6年度）からスタートしたり、非農業法人
である民間企業の参入等も進んでいたりと、秋田県内全体を通して産地化に向けた動きが進んでいて、実証機器のシェアリングを活
用した作業効率化を行っていく予定。
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●慣行ハウス（10a）：除雪前 ●実証ハウス（6a）：除雪前

●慣行ハウス（10a）：除雪後 ●実証ハウス（6a）：除雪後

実証品目 5G（イチゴ）
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赤色が濃いほど湿害リスクが高い

国土地理院空中写真をベースに
農研機構東北農研作成
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I C T利用による東北地域における畑作物 (大豆・小麦 )収量向上サービスの実証・実装

1,058ha（大豆 352ha、小麦 174ha など・2 毛作含む）　
実証面積：3,000ha( 実証地域）

経 営 概 要

（株）西部開発農産ほか（岩手県北上市）実証成果

実証課題名

①圃場簡易診断ツール　②圃場内高低差センシング　③高低差センシングに基づく
排水対策　④ドロ－ン等による生育センシング　⑤収量計測コンバイン　⑥営農・生産管理システム

導入技術

センシング技術の活用による効果的な排水対策等の実施により、大豆・小麦の収量25％増目　　標

問い合わせ先 農研機構東北農業研究センター（Email：www-tohoku@naro.affrc.go.jp）

〇圃場簡易診断ツールによる実証経営体圃場を中心とした湿害リスク診断を実施。公開データ(e土壌図、筆ポリゴン)を活用
して、実証地域の全圃場を含む3,000ha以上の潜在的湿害リスクマップも作成した。

〇圃場内の凹凸を把握する高低差センシング等を活用して効果的な排水対策を実施することで、大豆では収量が28%向上し
　たほか、小麦でも25％以上、収量が向上した。
〇実証エリアの大豆・小麦生産者へのアンケ－トを実施。回答者の半数程度が実証技術を用いたサービスに関心を持っており、
排水対策のプラン策定や施工のサービスを提供するビジネスモデルを提案した。

●実証地域の3,000ha
以上の圃場の潜在的
湿害リスクマップを
作成

●作業データの自動記録の他、作業時間の集計に際し必要となる稼
働状況(作業中・移動・休憩)を判別するプログラムを開発。作業
データを容易に分析することが可能に

●効果的な排水
対策(明渠施
工)の実施に
より大豆収量
は28％増加

●実証エリアの大豆・小麦生産者に対するアンケ－トから、回答者の
半数程度が実証技術を用いたサービスに関心を持つことを確認

目標に対する達成状況

潜在的湿害リスクマップ 大豆の収量向上

作業情報の自動記録・集計 実証技術への関心

1

導入技術の効果2

事業終了後の普及のための取組3
○実証経営体においては、実証技術体系の定着を図る他、経営データ収集を通して、技術効果の確認を行う。
○スマ－ト農業技術活用産地支援事業も活用し、実証地域以外においても生産者団体や普及機関等と連携して、実証技術体形の提供・
普及に取り組む。

★

⑤ ⑤③

圃場の凸凹マップ

国土地理院空中写真をベースに
農研機構東北農研作成②

除草剤散布作業 収穫作業

国土地理院空中写真を
ベースに作成

国土地理院空中写真を
ベースに作成

実証品目 大豆、小麦
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